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はじめに
　国連レポート“ハｏ閉ｇ〃１舳６５肋６〃閉Ｌ〃１刀 Ａ肌ブ舳伽４Ｃ舳泌６伽，１９９９”によれば，フラ
ジル経済の安定化政策（「レアル計画」）と自由化 ・市場開放政策により ，対ブラジル直接投資が
急拡大しており ，資本流入額は１９９０年の１０億ドルから９９年の３１０億ドルヘと上昇し，しかもブラ
ジルは９６年以降全発展途上国中第２位の直接投資受け入れ国となっている 。９８年には直接投資の
約半分が，民営化投資である電信電話，電力供給および金融システム関連のサービス部門によっ
て占められたが，自動車および部品部門がそれに次いでいる。９８年における在ブラジル多国籍企
業の上位１００社の販売額は，サービス部門が２４％であったのに対して自動車 ・部品部門が２３％と ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）製造業部門では自動車関連部門がトッ プを走っている 。
　特に自動車 ・部品部門では，メルコスル（ＭＥＲＣＯＳＵＲ ：南米南部共同市場）の形成という立地
上の優位をはじめ，フラジル政府による輸入資本財の関税引き下げ，価格安定，資本設備の加速
度償却，輸出部品企業への減税などや，特に北部および北東部の州政府による投資インセンティ
ブは，９５年以降の新規投資が従来の自動車関連企業が集中していたサンパウロ州サンベルナルド
地域以外のグリーン ・フィールドヘの投資の内部化優位および立地優位を形成していると考えら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）れる。これらの点に関しては，多かれ少なかれこれまでの報告書や研究論文が述べてきた 。
　ところが，これらの投資は従来型と違った新しい生産方法をもって投資に望んだのである。従
来型の古い生産 ・取引形態をフォード主義型大量生産方式と呼ぶなら，新しいそれはポスト ・フ
ォード主義のフレキシビリティとコスト節約を特徴とする多品種生産である。そして，それはプ
ラットフォームの統一およびモジュール化によるスタンダード化と各モジュールの多品種化を組
み合わせたところにコスト節約の実現要因が存在する。この生産技術上あるいは生産様式上の所
有優位をもって欧米企業はブラジルに進出している。そこで，本稿の目的はこの所有優位を理論
的に考察する点にある。それは，所有優位をめくる内部化論とＪタニンク（Ｊ・ｈｎ　Ｈ　Ｄｍｎｍｇ）の
論争を意識したものであるが，本稿ではそれには触れず，稿を改めるつもりである 。
　以下の手順で展開する。Ｉでは従来の議論，特に優位性をめくる議論を整理し，１で所有優位
としての生産技術の性格を発展経路上に特徴付け，皿ではこのモジュール生産様式は産業の集積
とのアライアンスの形で優位性を発揮実現するものである点を提示する 。
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Ｉ． 直接投資の決定要因としての優位性概念
　１　ハイマー・キンドルハーカーの優位性概念
　直接投資の存在理由を説明するのに，利子率理論の限界を認識し，あたかも利子率の高い外国
で資金の借り入れを行うといったパラドックスな状況を理解するのに支配概念を提示したのは ，
Ｓ． ハイマー（Ｓｔ．ｐｈ．ｎ　Ｈ。。ｂ。。ｔ　Ｈｙｍ。。）であった。彼は，当時のスタンダード ・オイル社の貸借対
照表から次の事実に着目した。それは，総資産はアメリカとその他の世界に均等分布しているの
に， その企業の負債の大部分はアメリカを除いた世界に偏在しており ，市場性のある有価証券と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）現金の大部分がアメリカに偏在しているということである 。すなわち，アメリカからの投資の大
部分が株式資本形態をとり ，外国人の投資の大部分が株式資本以外の形態をとっている事実より ，
直接投資の目的を，利子率格差によって引き起こされる資本移動である問接投資と違って，企業
全体を支配しようとすることおよびそのことによっ て得られる利潤に見いだしている 。
　さて，それでは一企業に外国企業の支配を必要とさせる事情は何か。二つの事情が考えられる 。
「１　企業間の競争を排除するために一国内だけでなく ，多数国における企業を支配することが
有利な場合がある。２　企業の中には，特定の企業活動に優位性（。ｄ。。ｎｔ．ｇ。）を持つものがあり ，
それらの企業は，対外事業活動を行うことによって，これらの優位性を有利に利用することがで
　４）きる」。 前者は紛争の排除に関するものであり ，後者は優位性の保持とその利用に関するもので
ある。ちなみに，後者の優位性に関してハイマーは次のように定義している。すなわち，「企業
の優位性というのは，企業が他の企業より低コストで生産要素を手に入れることができるか，ま
たは，より効率的な生産関数に関する知識ないし支配を保持しているか，あるいは，その企業が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５、流通面の能力において優れているか，生産物差別を持っているかのいずれかのことである」とし ，
生産過程や販売過程の多種多様の機能だけ多種類の優位性が存在するという 。
　もっとも ，ハイマーはこの点に関してＪ．Ｓ．ベイン（Ｊ・・ ｓｔ・ｔ・ｎ　Ｂ・ｉｎ）の市場参入条件に関する
先行研究にヒントを得ている。ハイマーは，「ベインが，既存企業の新規参入企業に対して保持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）する優位性に興味を示すのは，それらが利潤の決定要因」となるからだと言っている。そして ，
ベインの既存企業の新規参入企業に対する優位性は，ハイマーにあ っては一国の企業の他国企業
に対する優位性となっ て現れ，対外事業活動の決定要因を説明する理論の最も重要な概念となる 。
　ハイマーは，多国籍企業を非金融的かつ所有特有の毎形資産（ｎ．ｎ丘ｎ．ｎ．１．１．ｎｄ．ｗｎ。。。ｈ１ｐ．ｐ．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
。１丘。ｍｔ．ｎｇ１ｂ１。。。。。ｔ。）を支配する様式であると特徴付け，国際生産の制度とみなした。したが っ
て， 直接投資は技術，経営，およびマーケティングの移転のための様式，すなわち中間財移転の
ための様式とみなしており ，そして企業の国際活動は企業が異なる諸能力を持つことによるこの
所有優位の寡占的所有から生まれ，したがって異なる国籍の企業に対して参入障壁を形成するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）とができる優位性に基づくものであると考えている 。
　このハイマーの寡占理論あるいは産業組織論的なアプローチに対して，キンドルバーガー
（Ｃｈ。。１． Ｐ． Ｋｉｎｄ１．ｂ。。ｇ。。）は直接投資を独占的競争理論に位置づける。すなわち，直接投資は競争
者を掃討し，自らの独占的優位を排他的に利用するが，他方では直接投資前の小規模かつ非効率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２５）
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な国内生産者の独占を保障する保護的状況を変化させ，競争領域を拡大すると ，認識される。な
ぜなら，侵入者のコスト上の優位は非常に大きいので，価格は低下し生産量は増大し，独占的現
　　　　　　　　　　　　　　　９）象が競争領域を拡大するからである。このように，キンドルバーガーにあ っては，直接投資を行
う企業は国内より海外でより多くの利益を上げるばかりでなく ，投資先における既存企業あるい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）は潜在的な競争企業に対して優位を持っていなければならないことになる 。
　２　折衷論と優位性概念
　ダニングは，自らの折衷論に基づき ，１９６７年から７８年の６７カ国にデータによりある国の直接投
資フローと一人当たりＧＮＰで測ったその国の経済発展段階と構造との体系的関係を明らかにし
１１）
た。一国の純国際直接投資ポジションは外国での自国企業の直接投資合計から国内での外国企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）の直接投資を差し引いた値である。そして，ポジションの決定要因として次の３つをあげる 。
　まず第１のものは「所有特有の優位」（。ｗｎ。。。ｈ１ｐ一。ｐ。。１丘。。ｄ。。ｎｔ．ｇ。）であり ，これは外国企業が
持っていないかあるいは少なくともそれの有利な条件でアクセスできない資産や権利を所有また
は接近できる範囲である。これは，先に考察したハイマーの優位性概念を受け継いだものであり ，
「財産権あるいは無形資産優位」としては製品イノベーション，生産管理，組織マーケティン
ク・ システム，革新能力，あるいは成文化されていない知識，経験を積んだ人的資源の銀行，マ
ーケティング，金融，ノウハウなど，また「既存企業の支社がゼロからスタートする企業以上に
利用可能性がある優位性」として規模の経済や専門家の経済，労働力，天然資源，金融，情報 ，
あるいは製品市場などへの排他的アクセスなど，さらに「特に多国籍化のために発生する優位
性」として情報，金融，労働力などの国際市場についての知識へのアクセス，要素賦存や市場の
　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）地理的違いを利用する能力など，である 。
　第２の要因は資産の内部化によっ て発生する優位で「内部化優位」（ｍｔ．ｍ．１。。ｍｇ．ｄ。。ｎｔ．ｇ。）で
ある。これは，コース（Ｒｏｎ・１ｄ　Ｈ…ｙ　Ｃｏ…）やウィリアムソン（Ｏｌ１・。。 Ｅ　Ｗ１１１１．ｍ．ｏｎ）の流れを
汲む取引 コスト学派からの優位性要因で，「市場の失敗を防ぐ，またはそれを利用する優位性」
である。たとえば，調査や交渉コストの回避（のためや），売り手が中間製品や最終製品の品質を
守る必要性（のため）や，さらに買い手の不確実性，数量割り当てや関税，価格，管理，税制の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）違いなどの政府の干渉を避ける，あるいは利用するためなどの要因が考えられている 。
　国際生産の第３の決定要因は「立地特有の優位」（ｌｏ．ａｔ１ｏ阯。ｐ。。１丘。。ｄ。。ｎｔ．ｇ。）で，企業がその本
国以外に自らの生産設備のどの部分であっても立地することが有益であると認識する度合いをい
う。 すなわち，天然資源や創造された資源賦存，および市場の空問分布，労働力や原料，部品の
ようなインプットの価格，品質，および生産性，商業，法規，教育，輸送，およびコミュニケー
ションなどのインフラストラクチュアの供給，輸入管理のような製品貿易における人為的障壁 ，
あるいは言語，文化，ヒジネス習慣などに関する心理的距離などである。これは国境を越えて移
転あるいは移動できずその企業の本国が提供できない立地特有の賦存状況（１…ｔ１・阯・ｐ・・１丘・
。ｎｄ．ｗｍ．ｎｔ）に依存するであろう 。したがって，折衷論はＯＬＩ（。ｗｎ。。。ｈ１ｐ－１。。。ｔ１．ｍｎｔ．ｍ．１１。。ｔ１．ｎ）
　　　　　　　　　　　　１５）モデルと呼ばれる所以である 。
　さて，一人当たりＧＮＰの増加にしたがって４つ発展段階（・ｔ・ｇ・・）を区分し，第１段階は一人
当たりＧＮＰが４００ドル以下の２５カ国，第２段階は４００ドルから１５００ドルまでの２５カ国，第３段階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２６）
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は２０００ドルから４８５０ドルまでの１１カ国，そして第４段階は２６００ドルから５６００ドルまでの６カ国で
　　　　　　１６）構成されている 。
　各段階の概要を述べておくと以下のようになる。第１段階はその段階における企業の所有特有
の優位は存在しないので直接投資流入絶対額（ｇ。。。。。ｕｔｗ。。ｄ　ｍ。。。ｔｍ．ｎｔ　Ｈ．ｗ　ＧＯＩ）は発生せず
，
また立地特有の優位が存在しない（国内市場の発達が不十分，商業的 ・法律的枠組みが適切でない，運
輸通信設備が未発達，教育を受けた労働力の欠如）ので直接投資流入絶対額（ｇ。。。。１ｎＷ。。ｄ　ｍ。。。ｔｍ．ｎｔ
Ｈ．ｗ： ＧＩＩ）も発生しない。第２段階では，市場が拡大するにつれて直接投資流入が始まり ，発展
途上国に輸入代替製造投資およぴ資源開発投資が開始されるが，この段階の企業が十分な所有優
位を持たないので直接投資流出は小さい。さらに第３段階になれば，現地企業が競争力をつける
につれて外国投資家の最初の所有優位が失われ，純流入の減少が始まる 。また，現地企業の比較
所有優位が増加するにつれて流出が増加し始める。最後に第４段階では，その国は純対外投資国
になり ，したがって自国立地よりも外国立地からこれらの優位性を利用しようとする傾向がある 。
その理由のひとつが白国に賃金の高さと生産性成長率の低さである 。
　この場合，タニンクは１９７０年代当時のＮＩＣＳ（Ｎ．ｗ１ｙ　Ｉｎｄｕ．ｔ．１．１１．ｍｇ　Ｃ．ｕｎｔ．１。。），すなわち香港 ，
シンガポール，韓国，ブラジル，メキシコは第２段階から第３段階へ移行している局面にあると
指摘している。そして，このような事態は今日においても変わっていないと考えられるので，後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）に考察される今日のブラジルは第３段階であると考えてよい。そして，ダニングによれば，この
第３段階こそ一国の国際的直接投資の特有化が始まる段階であるとして，次のように述べている 。
「この段階は，ある国がその比較立地優位が最も強く ，しかもその国の企業の比較所有優位が最
も弱い部門に直接投資流入を引きつけようとし，他方でその比較所有優位が最も強く ，しかも比
較立地優位が最も弱い部門において企業に外国への投資を促す，このような一国の国際直接投資
　　　　　　　　　　　　　　　　１８）の専門化が顕著になってゆくであろう」。
　今日のブラジルにおける自動車および自動車部品部門はこの叙述の前半の状況，すなわちこれ
らの部門においてブラジルの他部門にも増して立地上の優位性が形成され（比較立地優位），特に
部品部門の所有上の優位が相対的に弱くなっているような状態にある 。そして，後に考察するが ，
ダニングの理論どおり大量の直接投資が流入している。この立地上の問題はすでに別の機会に考
察した。ここでは，多国籍企業の所有特有の優位がいかに強化され，それがどのような形態を伴
って直接投資を実現していったか，を考察する。敷術すれば，後に述べるように，最近は直接投
資と並行に技術の補完関係を軸として戦略提携が急速に展開している。この現象に応じて優位性
は個々の企業に自己完結的なものではなくなっているといえる 。すなわち，アライアンス関係の
成立をもって初めて完結できる優位性が存在しつつある。このような状況を最近のブラジル自動
車・ 部品産業を例に取り考察する 。
１． 所有特有の優位性としての生産技術の性格と直接投資
　以上見てきたように，企業がその生産拠点を国際化する際には大きく分けて三つの優位性が決
定要因になるが，これより所有優位ｇとそれに関連する限りでの内部化優位および立地優位）により
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２７）
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最近新しい生産方法の導入を伴って対ブラジル直接投資を行っている自動車 ・部品産業の動向を
例に国際生産の新しい展開を考察する。その際，タニングが所有優位はその主要な部分を「財産
権あるいは無形資産優位」として整理しているように，製品 ・生産上の技術革新と関係している 。
以下の議論では，生産技術に限定して述べていく 。
　１　所有特有の優位と暗黙承認的技術
　リチャード ・ネルソン（Ｒ１．ｈ。。ｄＲＮ．１。。ｎ）は技術進歩それ自体とそれによって推進された経
済成長が産業における競争の動態に重要な役割を果たすと考えており ，その際彼の念頭において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）いる技術は「暗黙承認的専門技術」（。ｘｐ。耐ｉ。。。ｆ．ｔ。。ｉｔｋｉｎｄ）で，彼はその集団的能力を強調する 。
ナルラ（Ｒ．ｊｎ。。。ｈＮ．ｍ１。）もまた，経済成長の核心をイノベーションを通じた技術の集積である
と捉える。「技術は事実上累積的であり ，企業レベルをべ一スに生じる。技術的能力は技能，情
報， および技術的努力の漸進的蓄積によって発展し，企業は市場 ・供給 ・需要条件に応じて，ま
た同一あるいは類似の市場の他企業に順応したり模倣したりすることにより ，その技術的諸能力
を発展せしめるであろう」。 企業は結果の不確実性を最小限にくい止めるように革新活動に従事
しようとするがゆえに，革新は企業の現存の技術能力に関連づけられている傾向にあり ，したが
って今日の技術能力は過去の技術能力の関数であるという意味で，技術は経路依存的（ｐ．ｔト
　　　　　　　２０）ｄ．ｐ．ｎｄ．ｎｔ）である。このように，技術が経路依存的であるというのは文字通り個別企業に技術が
蓄積していく過程を言うのであり ，その際決定的に重要な役割を演じるのが先に見た暗黙知
（ｔａｃｉｔｋｎｏｗ１ｅｄｇｅ）である
。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）　この点をカントウェル（Ｊ．ｈｎ Ｃ．ｎｔｗ・ｌｌ）は整理して次のように述べる。生産のためのシステム
としての技術は二つの要素で構成されている。ひとつは，技術の公的知識の要素で，工学的青写
真， テザイン，科学的知識のような成文化されたもの交換可能なものである。もうひとつは，特
定の企業や多国籍企業に固有の要素で言葉に表せないものである 。すなわち，組織的な日常の作
業， 集団的専門技術および特有な生産チームの技能で，与えられた企業の生産の発展を通じた風
土的基盤を持つ集団的学習経験に結びついたもので，チーム間で交換できないものである。しか
も， 技術のこの２つの要素は厳密に補完し合っており ，たとえ公的知識が交換されたとしても ，
それを使用できるものにするためには補助的な暗黙承認的専門技術の開発が必要になる。したが
って，企業に付随した特殊な青写真や実際上の技能が技術優位となっ て現れるのは，青写真が特
許化されているからということもあるが，より一層重要にはこれらのテザインや技能が競争優位
の本当の資源である当該企業に固有の暗黙承認的能力の反映であるからである 。
　進化経済学による技術進化の経路依存性の説明において，その暗黙知としての個々の企業に集
積したいわば技能の特有性に競争上の優位の性格を見いだすことができる。しかし，注意すべき
は， ここで一方的に暗黙承認的能力としての個々の企業に集積した特有の技能が強調されている
が， カントウェル自身も述べているように技術を構成する上記二つの要素は厳密に補完しあって
いるのである。すなわち彼らが注目しなかったもう一方の要素である工学的青写真，テザイン ，
科学的知識のような成文化されたものは，先の暗黙知と融合されて所有特有の優位をつくるが ，
前者は技術の内容を規定し，生産の方法を規定し，ひいては取引の方法を規定することによっ て
経済社会の在りようをも規定するかもしれない 。
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　２　成文化可能な労働手段体系としての技術の発展過程と直接投資
　生産技術は歴史的に見た場合，概ね道具を使って生産するのが支配的であった時期，機械で生
産するのが支配的である時期，そしてコンピュータ制御のオートメーションを使うのが支配的な
時期と変遷している 。今日は機械生産からいわゆるＩＴ（Ｉｎｆ．ｍ．ｔ１．ｎ　Ｔ。。ｈｎ．１．ｇｙ１青報技術）を駆
使した コンピュータ制御の生産システムヘ急速に移行していると言ってよい 。
　ジェフリー・ ジョーンズ（Ｇ．ｏ趾。ｙ　Ｊ．ｎ。。）によれば，１９９０年代において最大規模の製造業の多
国籍企業の多くが１９１４年以前から直接投資を行っており ，中には１８３０年代から成長し始めた企業
もあるが，１８５０年代および６０年代により強い基盤を築き ，１９１４年までに世界経済の重要な要素に
　　　　２２）なっていた。ところが，発展途上国への展開が本格化するのは戦後になってから ，特に１９６０年代
以降である 。フレーベル（Ｆ．１ｋ。。 Ｆ。。ｂ．１）等は，衣料 ・織物分野のドイッ（１日西ドイッ）多国籍企
業が発展途上国に進出し生産拠点を配置していった模様を克明に分析し，その結果発展途上国へ
の工業生産の移転と失業の先進工業国への移転をもっ て新国際分業（Ｎ．ｗＩｎｔ．ｍ．ｔ１．ｎ．１Ｄｌｖ１．１０ｎｏｆ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）Ｌ．ｂ．ｕ。）と呼んだ。そして，その多国籍企業の投資要因を次のように言う 。第１に，使い捨て可
能な労働力の無尽蔵同然の貯水池が発展途上国に生まれたことである。そのことは極端な低賃金
労働力の存在を意味ずるばかりか，交代制，夜間 ・休日労働によって１日２４時間，１年に３６５日
を生産に当てるのが可能になったことを意味している。なぜなら，この貯水池がオーバー・ ワー
クによる労働力の使い捨てを可能にしているからである。第２の条件は，生産工程の分割 ・細分
割が進展し，個々の分割諸工程での作業のほとんどが非常に短時間で簡単に修得可能な最小限の
熟練水準で可能になったことである 。すなわち，技術的にソフィスティケートされた生産工程で
すら不断の技術革新による生産工程の分解（ｄ…ｍｐ…）によって発展途上国に存在する低賃金
不熟練労働者にひき受け可能な単位工程に転換されたのである。第３の条件は，運輸 ・通信技術
の発展により ，世界のどの生産拠点からも生産された財を輸送することが可能になったことであ
る。
　第２の条件は，アメリカン ・システムと呼ばれているものであり ，その構成要因は第１に作業
工程の細分化で，細分化された工程を特定の労働者が専門的に担当することにより作業それ自体
が単純化し効率が高められる 。第２に，専用機械の普及により細分化された作業を専門に行う機
械の発展である。第３に，互換性部品制度の普及で，部品の寸法，形，仕様を統一して標準化す
ることで部品の互換を実現し規模の経済を享受しようとするものである。このアメリカン ・シス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）テムにベルトコンベアーが導入されてフォード ・システムが完成するが，これにはこの生産工程
技術の革新にテーラー（Ｆ。。ｄ。。１ｋ　Ｗｍ．１．ｗ　Ｔ．ｙ１。。）のいわゆる「科学的管理法」による作業労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）の標準化と単純化の結合が伴っていたのである。アメリカン ・システムおよびテーラー・ システ
ムをべ一スにフォード ・システムが開発され，当時のアメリカは熟練労働者不足による賃金高騰
を， 大量に流入していた移民の非熟練労働力の雇用で回避することに成功する 。
　６０年代になると ，この技術革新は発展途上国の非熟練低賃金労働力と結ぴつく 。フレーベルの
第１の条件は立地優位として，そして第２の要因は所有優位として機能し，両者は組合わさるこ
とによって現地企業に対する競争優位を生じさせる 。さらに，互換性部品制度は部品のグローバ
ル・ ソーシンク （ワールト　 ノーシンク）の技術的基盤を与え，企業内国際取引のシステムの構築
を可能にし，トランスファー・ プライシンク（ｔｒａｎｓｆｅｒｐｒ１ｃｍｇ）やリース ・アント　ラクス（１ｅａｄ・
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・ｎｄ　ｌ・ｇ・）の行使からくる内部化優位を生じせしめ，多国籍企業のより一層の優位を確立するに
至る 。
　生産技術が歴史的に，道具，機械，そしてコンピュータ制御オートメーションという形態をと
って変化 ・発展してゆくといったが，同様の点をｒマニュファクチュア」（ｍ．ｎｕｆ。。ｔ。。。），ｒマシ
ーノファクチュア」（ｍ・・ｈｍ・ｆ・・ｔｕ・・），ｒシステモファクチュア」（・ｙ・ｔ・ｍ・ｆ。・ｔｕ。。）と変化 ・発展し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）ていると捉えたのはホフマン ・カプリンスキー（Ｋｕ・ｔＨ・伍ｍ・ｎ ＆Ｒ．ｐｈ。。１Ｋ．ｐ１ｍ．ｋｙ）であ った 。
ホフマン ・カプリンスキーは，ｒシステモファクチュア」段階のフレキシブルな生産工程では ，
資本の必要最小最適規模が大幅に小さくなり ，発展途上国の低賃金労働力なしで実現するといっ
た。 したがって，機械生産をあらわすｒシステモファクチュア」段階で発展途上国へ進出した生
産拠点は，「システモファクチュア」段階では撤退をするであろうと推測するに至る 。
　ところが，事実はそのようには展開していない。それどころか，コンピュータ制御オートメー
ションは８０年代のヨーロヅパでモジュール生産の形態をとって現れ，９０年代になって発展途上国
ブラジルに移転したのである。すなわち，コンピュータ制御のフレキシブルな生産方式の登場は
生産技術上の所有優位を当該企業にもたらし，その優位性をもって直接投資を促進している 。
　３ ．コンピュータ制御オートメーションとしてのモジュール生産
　今日のヨーロッパ自動車産業において，スタンダード化による効率化とフレキシブル化とを兼
ね備えたオフライン ・システムとしてのモジュール生産方式が導入されている。このモジュール
化を１９８０年代に早くも実施していたのがドイッ（西ドイツ）のＶＷ（Ｖ．１ｋ．ｗ．ｇ。。： フオルクスワー
ゲン）であ った 。
　ちなみに，モジュール化それ自体を定義すれば次のようになる 。Ｋ．クラークとＣ．ボールドウ
ィンによれば，高速処理や通信などの技術ではなくｒそれぞれは独立して設計ができ ，しかも全
体としては統一的に機能する小規模なサブシステムを用いて，複雑な製品やプロセスを構築する
　２７）
こと」である。つまり ，製品がモジュールというサブシステムに分解されることによって，設計
者とユーザーは大幅な複雑性を獲得することになる。したがって，組立直前のある程度セットに
なった部品群をモジュールという 。
　さて，それではユーザーがいかにして複雑性を獲得できるのか，あるいはこのモジュール生産
がユーザーの二一ズに対応した差別化をいかに可能にするのかをＶＷの例で考察しておく 。こ
こで確認しておくべきは，フルライン組立企業によるモジュール化推進戦略がプラソトホームの
共通化と不可分に結びついていることである。これらの企業は小型 ・中型車で２～３ ，大型 ・高
級乗用車で２～３ ，そして小形トラソク／ＳＵＶ（。ｐ。打ｕｔ１１１ｔｙ。。ｈ１．１。）で１～２種のプラソトフォ
ームに統合しつつある。なぜなら，プラットフォームは開発 ・生産費用の約６０％をしめるので ，
少数の基本的なプラットフォームに集中させることは多くのシナジー効果を生み，一つのプラッ
トフォーム当たりの製品単位数が大きくなることによるメリットを獲得できるからである 。この
ようなメリットを獲得することにより ，モジュール固有の差別化を可能にするためのフレキシビ
リティ実現の追加的費用を保障し，さらに設備のフランド横断的使用を可能にし，高品質高生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）性に必要な生産方法の平準化をも可能にすることになる 。
　いま，プラットフォームにフロア ・グループ，ドライブ ・システム，駆動ギア，およびコック
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ピットの各モジュールが取り付けられるとすれば，それぞれのモジュールは固有の差別化が可能
であり ，機能上および幾何学上の接続部分が前もって決定されているので，それさえ考慮してお
けば独自に開発，製造，組立を行うことが可能になる。仮にコックピ ットのモジュールを考える
と， 第１次モジュール（丘。。ｔ一。。ｄ。。ｍ．ｄｕ１。）はボディに直接取り付けられるために組み立てられた
コックピットで，第２次モジュール（。。。ｏｎｄ一。。ｄｅ．ｍｏｄｕｌ。）は第１次モジュールを構成するサブ
アセンブリ（半組立）による暖房システムやエアコンシステムなどであり ，第３次モジュールは
さらに上流のサブアセンブリによって成り立っている。たとえば，あるドイツ自動車企業のド
ア・ モジュールの組み立てを例に取るならば，プログラムされた１４０の無人搬送車（。ｕｔ．ｍ．ｔ．ｄ
ｇｕｉｄ…　ｈｉ・１・）が１２のワークステーションを行き来することによって，様々なタイプのドアが組
み立てられて行くが，仮に塗装の異なるオプションを入れるならば，ドアは３０００の異なる種類を
　　　　　　２９）もつことになる 。
　モジュール生産は，世界自動車産業の競争環境に照応してコスト削減，品質改善，開発速度の
圧縮，世界展開の強化，フレキシビリティの増大，および現地能力の強化を目指す企業の戦略を
実現する選択の一つである 。これは，新たにＶＷのドイツ ・モーゼルエ場や以下に説明するブ
ラジル ・レゼンデエ場，ダイムラークライスラーのブラジル ・カンポラルゴエ場，ドイツ ・ラシ
ュタソトエ場，アメリカ ・ハンスエ場およぴフランス ・アンハノク（Ｈａｍｂａｃｈ）工場，ルノーの
フランス ・サントゥヒル（Ｓ・ｎｄｏｕｖ１１１・）工場とフラジル ・クリチハエ場，フイアノトのアルセン
チン ・コルトハエ場，さらにはＧＭのイエローストーン ・プロジェクト（Ｙ．１１．ｗ．ｔｏｎ． Ｐ．ｏｊ。。ｔ） ，
フォードのフォーカス ・プロジェクト（Ｆ。。ｕ． Ｐ。。ｊ。。ｔ）等々で実現されつつあり ，モジュール化
　　　　　　　　　　　　　　　３０）の動きは世界的動向となりつつある 。
　このように，生産技術がフォード主義的機械生産からコンピュータ制御オートメーションヘ移
行しそれに照応した生産様式の新たな展開は，新しい所有優位となって現れ直接投資の決定要因
の一部を構成する。そればかりではない。この変化は，個々の企業の特有な要因（その多くが暗
黙知による）で多様化しつつも ，一定の傾向を示し，直接投資実現の条件に反映する。このコン
ピュータ制御のオートメーションにおいて，その優位性は自己完結的ではなくシステムとして優
位性を形成する。この点は，自動車産業において典型的に現れ，有機的連関をもった部品産業の
集積を必要とする。一定のコストの限界内での多品種生産は生産システムのフレキシビリティと
部品 ・資材調達のジャストインタイム（ｊｕ．ｔ　ｉｎ　ｔｉｍ。）を必要とするが，それに対応する環境が必
要になるのである。この点は，グローバル ・ソーシングのロジスティックスと対立する。ここに ，
モジュール供給部品企業を中心として自動車組立企業の近接地域に集中する傾向にその必然性の
根拠が与えられるのであり ，その地域が海外なら対外直接投資の優位性形成要因になるのである 。
皿． アライアンスのもとでの優位性と集積経済
　１　プラジル自動車産業の新規直接投資と優位性の特徴
　ブラジル自動車産業は，８０年代から９０年代初頭にかけての長い不況から９３年に一気に抜け出し ，
商用車を含む全自動車生産台数はそれまでの９０－１００万台水準から９３年には１４０万台，そして９４ ，
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９５，９６，そして９７年にはそれぞれ１５８，１６３，１８０，そして２０７万台へと推移しており ，９２年からわ
ずか５年間で２倍に急拡大している。また，雇用者一人当たりの生産台数で見た生産性も９２年に
１０．２であったのが９６年および９７年にはそれぞれ１７ ．７，１９．５となり ，やはり９７年には９２年の生産性
　　　　　　　　　　　　　３１）水準のほぼ２倍に到達している 。
　また，自動車部品産業の売上額の推移を見れば，９２年の１０１億ドルから１６５億ドル（推定額）へ
拡大しており ，８９年まで堅実な増加傾向を示していた輸出額も８９年２１億２ ，０００万ドル，９０年２１億
３， ０００万ドル，９１年２０億５，０００万ドルと足踏み状況が続き ，９２年の２３億１ ，０００万ドルから急拡大が
始まり９６年には３５億１ ，０００万ドル（推計額）と推移している。従業員一人当たり売上額で見た生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）性はより急激に上昇し，９２年の４３ ，８１８から９６年の８８，５４１（推定値）へと２倍になっている 。
　組立部門（外国資本）の投資は１９８１年に６億４ ，４８０万ドルから８９年の６億１５０万ドルの水準に回
復するまで減少 ・停滞し，９０年以降緩やかに増加し始め９３年までの各年ではそれぞれ７億８ ，９８０
万ドル，８億８ ，０００万ドル，９億８，０２０万ドルそして８億８，５７０万ドルとなっている。さらに，そ
れ以降は急拡大し，９４年の１１億９ ，０００万ドルから９５年の１６億９ ，３８０万ドルを経て９６，９７年とそれぞ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）れ２３億５ ，９４０万ドル，２０億９ ，２００万ドルとなっ ている。９６年以降の急拡大はこれまですでにブラジ
ルで生産活動をしていた既存外資のみならず新規に投資を開始する新規外資を含む新工場建設ラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）ソシュによるもので，９６年以降の自動車産業の予定投資額は９６億９ ，０００万ドルに達する。また部
品部門の９６年以降の新規投資はブラジル ・ローカル資本のテークオーバーを含め，判明している
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）ものだけで投資予定額は９億５，８００万ドルに達する 。
　自動車 ・部品多国籍企業の９５年以降の対ブラジル投資は，明確に新しい生産戦略に結びついた
ものである。それは，今となっては世界的に有名になったリオデジャネイロ州レゼンデに建設さ
れたＶＷトラックエ場のｒモジュール ・コンソーシアム」と ，Ｆｉａｔのベテイン ，Ｆｏｒｄのサンベ
ルナルド，ＶＷのタウハテなどの（計画中はＧＭのグラハタイ ，Ｒｅｎａｕ１ｔ　ＶＷＡｕｄ １， ＬａｎｄＲｏｖｅｒ）「イ
ンタストリアル ・コントミニアム」である。いずれにしても ，これらの組立企業は，比較的少数
の部品企業から準完成部品であるモジュールの供給を受ける。その際，「モジュール ・コンソー
シアム」は組立企業の工場内で部品企業がモジュール自身の組み立てとメインラインでのそれの
　　　　　　　　　　　３６）組み付けを行うのに対して，ｒインダストリアル ・コンドミニアム」ではモジュール供給企業は
組立企業の近隣地域に拠点を構え，準完成部品であるセソトを供給するが直接メインラインで組
　　　　　　　　　３７）み付けることはしない 。
　この類の部品企業は，いわゆる一次供給者としてこのシステムの中心的な地位を獲得するばか
りでなく ，ネ ソトワークコーティネータとしての機能をはたす。すなわち，組立企業に随伴し
（フォローソーシング），組立企業と絶えず情報交換しＲ＆Ｄ計画をもち，デザイン，開発および
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）検査を実施し，様々な部品供給企業間の調整を行い統合管理する 。
　このように，組立企業の多品種生産の要求はフレキシビリティの要求となり ，ネ ソトワークコ
ーディネータとしての一次供給企業を通じて部品企業の集積体を創りあげ，その要求に対応する
システムとして機能するのである。一般的に，主として中小企業がある地域に集中的に群生して
いる状況を産業集積といわれるが，これはＭポーター（Ｍ１．ｈ・。１ＥＰ。討。。）がクラスターと呼ん
だものと同じであると考えられる。ポーターによれば，ｒクラスターとは，特定分野における関
連企業，専門性の高い供給企業，サービス提供者，関連業界に属する企業，関連機関（大学，規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）格団体，業界団体など）が地理的に集中し，競争しつつ同時に協力している状態を言う」。 さらに
ｒクラスターとは，ある特定分野に属し，相互に関連した，企業と機関からなる地理的に接近し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）た集団である。これらの企業と機関は，共通性や補完性によって結ばれている」。 自動車部品企
業の場合は「専門性の高い供給企業」が「共通性や補完性によって結ばれている」ということに
なるのであろうが，その補完性を必要としているのは絶えざる需要の量と質の変動に応じて自動
車を供給しようとするモジュール生産に資材 ・部品を供給するためのフレキシビリティである 。
すなわち，産業集積は供給のフレキシビリティを保障するシステムであると考えられる 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）　伊丹敬之はその点を「集積継続の２つの直接的理由」として次のように言う 。第１の理由は ，
外部市場と直接接触を持っている企業群を通して，外部から需要が流れ続けるからである 。第２
の理由は，分業集積群が群として柔軟性を保ち続けるから，つまり外部の変化していく需要に応
え続けられる能力を持っているからで，「集積しているから柔軟性が生まれる。そして，柔軟性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）が生まれるから，集積が継続する。したがって，集積が集積を呼ぶ」。 さらに，高岡美佳は，「集
積内分業」は「集積の外部から持ち込まれる需要に最も適合する製品を，柔軟に生産するための
サブシステム」であり ，ｒ集積とマーケットとの連関」はｒそのままでは非効率にしか機能しな
い生産現場としての集積内部と消費現場の集積外部との問の情報格差を解消し，両者間の効率的
　　　　　　　　　　　　４３）取引を実現するサブシステム」であると言う 。ブラジル自動車部門における「インダストリア
ル・ コンドミニアム」は，このような完成されたシステムを形成しているのではないにしても ，
モジュール生産にしたがって要求されたフレキシビリティと取引 コストの節約を実現するための
システムであると考えられる 。
　そう考えるならば，９５年以降の自動車 ・部品多国籍企業の進出が生産技術上の所有優位をもっ
て展開されたとするならば，喜あ後在栓
１三，占三一壷為とシし斗シと １）÷ イの両方を有効に実現
寺毛士シニニル圭産とじ・与三シきニニ多曲勧あ÷二いニシ；シ生産疲希あ実施条件として，ネ
ニトうニク三二÷斗ネニ多二そあると向由三蔀畠企棄あ美桧ぺあ、金要搬入者」であるモジュー
ル供給企業を通じて，組立企業と部品企業のアライアンスにて初めて可能になっているといえる 。
すなわち，優位性はスタンド ・アローンではなく ，システムの形を取って現れる。ここにグロー
ハルソーシンクからフォローソーシンクヘの基本的変化を伴いながら，実際上はそのハイフリ ノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）ト型の形態をとった，資材 ・部品調達方式が起こることになる 。
　２　「アライアンス資本主義」と所有優位概念
　ダニングは，１８７０年代中葉から１９７０年代初頭にかけての，フォー ディズムとして知られるミク
ロ組織的システムとヒエラルキーを特徴としているマクロ制度的システムによって構成された
「ヒエラルキー資本主義」（「階層制資本主義」）から，ここ２０年に特徴的になった「アライアンス資
　　　　　　　　　　　　　　　４５）本主義」へ変化したと認識している。後者のこの新しい資本王義は基本的には技術進歩とクロー
バリゼーションによるとされるが，それは主要企業間の提携（。。一。ｐ。。。ｔｉ．ｎ）と提携企業間の競争
との両方を内包するものである。これは巨額の技術開発費用とスピードアッ プした開発時間をめ
ぐる競争に直面した企業が，革新 ・学習過程のスピードを速めてＲ＆Ｄ，マーケティングと分
配， 製造方法などの特定の活動の効果を強化するために，新しい補完的技術へのアクセスを得る
ためにとる行動である 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）　このアライアンス資本主義の特徴点をタニンクによりながらまとめると以下のようである 。
　１ ．競争圧力，Ｒ＆Ｄ費用の巨大化，および衰退化の加速化により特に高技術部門はクロス
　　ボーダー・ アライアンスを結んだ。８０年から８９年までの４ ，１９２のアライアンス中９０％が日米
　　欧間で取り決められている 。
　２ ．中小企業を巻き込んだ系列のネ ットワークが形成され，日本の自動車産業の２次，３次の
　　下請け，イタリアはモデナ地区のニットウエア企業のネ ットワーク，巨大ソフトウェア企業
　　およびアパレル企業の何百というアジアの下請け企業など，中小企業が新しいポジションを
　　獲得している 。これらは作られたクラスター内で外部経済あるいは集積経済（。ｇｇ１．ｍ。。。ｔ１。。
　　 。。。ｎＯｍ１。。）を提供する（この点はフラジル白動車産業の「コントミニアム」の形成に関係している）。
　３ ．価値連鎖（。。ｌｕ。。ｈ．ｉｎ。）に沿った活動の外部化が起こり ，アームスレングス取引ではなく
　　管理された企業問提携取り決め（ｍｔ。甘ｍ．ｏ一。ｐ。。。ｔ１。。。ｍｎｇ．ｍ．ｎｔ。）によっ て頻繁に更新さ
　　れる（価値連鎖に沿った活動の外部化はブラジルＶＷの「モジュールコンソーシアム」の構築に関係
　　している）。
　ポイントは二つある。第１は，この論文でダニングが試みている，エクレクティク ・パラダイ
ムに関してアライアンス関係を念頭においた競争優位ないしは所有優位概念の拡大 ・変更を試み
ている点に関係する。すなわち，「自動車，マイクロチッ プおよびコンピュータの次世代モデル
のテザインやパフォーマンスは，リーティング組立企業の技術革新および製造能力の進歩に依存
するだけでなく ，それらの能力がその供給企業と相互に影響を及ぼす様式にも決定的に依存す
４７）
る」と言い，現象としての企業問提携が何ら新しいものではないとした上で次のように展開する 。
「おそらく新しい点は組織形態としての相対的な重要性である。そして，その形態によって，構
茂企桑あ虚あ余，念食たら去余る疲希幸薪を創るぺ～各粂積タルニシあ能か三五二そ，企棄自身
とアライアン砧ゑじ・ぽ未バデ多去休二そ∴乏＞ルニシとあ由あ虹体鮎紬，鮎，缶
度によって，そしてこれらのアライアンスが全企業の実績に与える効果とによっ て判断されるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）とが多くなってきているのである（強調は引用者）」。 したがって，ダニングにあっては，取引 コ
ストと調整コストとを縮減させるために企業が中間市場を内部化するという考え方において，株
式所有につながらないアライアンスを企業内取引の拡大として扱い， したがって理論それ自体ヒ
エラルキカルな支配や所有の法律上の概念に関係するのではなく ，相互に依存する有形無形の資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）産が利用でき有効である事実上の方法に関係している，と認識を新たにしている 。
　第２の点は，このような変化が内生変数である技術の発展要求に規定されたものである点に関
わる。後者においては，グローバル競争を展開している各自動車企業に対する競争圧力による生
産技術の変化が新たな優位性を形成し，それに対応した企業内組織と企業間関係の新たな展開が
世界的に普及するという内実を伴った新たな直接投資と戦略提携がセットで進行していることで
ある。セットで進行しているというのは，先の指摘にあるように提携関係に限ってみれば日米欧
の巨大独占資本間のものが圧倒的であるが，新興発展途上国フラジルの実態を見れば生産技術の
変化に照応して展開を迫られた提携関係と直接投資が有機的連関を持って進行しているというこ
とである。その際，ブラジル自動車産業において顕著に現れているのは，コストを削減し，開発
速度を圧縮し，フレキシビリティを増大させ，そして現地化能力を強化するモジュール生産の導
入と ，それに伴う部品取引関係の変化，すなわち後に展開するグローバル ・ソーシングからフォ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３４）
　　　　　　　　　　　生産技術の発展と多国籍企業における所有優位（田中）　　　　　　　　　　　８７
ロー・ ソーシングヘの転換とである。ダニングのこれまでのエクレクティク ・パラダイムにおけ
る対発展途上国直接投資はフォーティスムに基づく技術をその内容とする所有優位とその使用と
いう形態をとっていたが，これから考察する事態はポストフォーディズムを意味する生産技術や
経営技術に基づくそれによる，あるいは前者から後者への移行過程における，直接投資であり ，
だからこそ生産方法のみならず部品産業の構造の大転換ひいては新しい質のクラスターを登場さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）せるドラステイックな変化の過程として現われたのである 。
先に見たモシュール ・コンソーシアムにおいて，自動車組立企業であるＶＷは価値連鎖にそ
って活動を外部化し競争優位を実現している。この活動の外部化は同時にコストの外部化である 。
しかも ，そういった自体は，コンドミニアムといった部品産業の集積（クラスター）がそのコス
ト分を吸収できるネ ットワーク ・システムとしての組織をもって背後にひかえていたということ
に他ならない。したがって，熾烈なグローバル競争を展開している多国籍企業はその根を実は広
範囲に中小企業の集積部分に張り巡らしていたのである。ここにこそ新しい型の所有優位が存在
するのであり ，それはいわばアライアンス型所有優位とでもいえるものである 。
おわりに
　以上考察してきたように，多国籍企業が海外に投資する場合に所有優位は決定的である 。９０年
代， 特に９５年以降の自動車多国籍企業の対ブラジル投資にあっては，「モジュール ・コンソーシ
アム」およびｒインダストリアル ・コンドミニアム」といった生産 ・調達形態をべ一スにしたモ
ジュール生産がその競争優位であ った。すなわち，その優位性は関連企業の集積との関係におい
て初めて実際上の優位となる 。しかし，生産技術の発展経路を考えた場合，今日の生産様式はコ
ンピュータ制御のオートメーション段階の技術を基盤にしている。換言するなら ，ＩＴ技術は多
国籍企業のグローバル生産のあらゆる局面に染みわたり新たな世界戦略を強要するに至る 。ＩＴ
技術の摂取と生産様式の変化の分析，これが残された課題の第１のものである 。
　特に，フラシルのような発展途上国への投資には，より遅れた地域への新しい技術と生産様式
をもたらし，個別企業においてはコスト節約の実現となって現れるが，国民経済においては失業
の大量発生を伴い経済的厚生を著しく侵害する。この多国籍企業と現地経済との関連が残された
課題の第２である 。
　本稿では，所有優位を基軸におき白動車 ・部品産業の多国籍企業の対ブラジル投資を材料に考
察したが，市場の失敗は市場取引に高い取引 コストを生じせしめるので，より安価な組織のコス
トに置き換える方が取引 コストを節約できるとする内部化論が，多国籍企業を独占の問題から切
り離して議論しようとしている。この議論の整理と批判的検討，これが残された課題の第３のも
のである 。
　以上，近々取りかかる予定である 。
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７）ｓｐｅｃｉｆｃ は「特殊（な）」と翻訳されているが，「特殊は，特殊な人間とか特殊な場合とかいわれる
　際は，しばしば個別と同義に用いられるが，論理的思惟においては，多くの個別を成員として有する
　クラスを意味し，普遍は多くの特殊を自分の下位クラスとしてもつひとつの上位クラスを意味する 。
　個別 ・特殊 ・普遍の関係は，ソクラテス ・ギリシャ人 ・人類の関係のように，外症由釦点ふらを衰去
　いしを含南往で考えられ，簡単には個 ・種 ・類であらわされる」（『哲学事典』平凡社，１９７１年 ，
　５０７－５０８ぺ一ジ）。「一般に経験科学においては，特殊と普遍とは外延の大小の程度差に着目して，柏
　対的に区別されるにすぎない。たとえば，ソクラテスに対してギリシャ人は普遍であり ，ギリシャ人
　はヨーロッパ人に対して特殊であり ，ヨーロッパ人に対して人類は普遍である，というように」（同
　上書，ｐ．５０８…傍点は筆者）。 しかるに，企業特殊優位の特殊はむしろ本来当該企業に備わっている
　その企業だけに備わった優位をあらわす語であり ，特殊という語は不適切である。したがって，固有
　あるいは特有という語が適切である。固有とは，「１ ．天然に有すること ，もとからあること 。２
　その物だけにあること ，特有」（新村出編『広辞苑』岩波書店，９０６ぺ一ジ）。 問題のｓｐｅｃ１丘ｃの訳語
　は「１ ．特定の，明確な，特別の。２ ．特有の，独特の」（中島文雄編『岩波　大英和辞典』，岩波書
　店，１６５７ぺ一ジ）となっており ，総合的に判断すれば「特有の」あるいは「固有の」の訳語が適切で
　あるように思える 。よって，「企業特殊優位」は企業特有の優位と言わなければならない。ちなみに ，
　すでに中川信義は「特有の」を使用している（中川信義「国際産業論序説一国際産業をどのようにと
　らえるか一」中川信義編著『国際産業論一グローバル ・インダストリ論序説一』ミネルヴァ 書房 ，
　１９９３年，３０ぺ一ジ）し，徳田昭雄もこの認識を共有し「企業特殊優位性は，他企業に対する自社の優
　位性であることを考えると ，企業固有的優位性とした方が理に適っていよう」（徳田昭雄『グローバ
　ル企業の戦略的提携』ミネルヴァ書房，２０００年，５１ぺ一ジ，注４８）と述べている 。
８）　Ｔｏ１ｅｎｔｍｏ，Ｐａｚ　Ｅｓｔｒｅ１１ａ　Ｅ ，Ｔとｏん〃ｏＺｏｇ３６０Ｚ１舳ｏ〃ｏ加ｏ〃ｏ〃３Ｔ１加〃Ｗｏ〃ル７〃〃舳〃ｏ舳みＲｏｕ←
　ｌｅｄｇｅ，Ｌｏｎｄｏｎ　ａｎｄ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ， １９９３，ｐ３３
９）チャールズ ・キンドルバーガー（小沼敏監訳）『国際化経済の論理』ぺりかん社，１９７０年，５１ぺ一
　ジ。宮崎義一は完全市場における現地企業の優位性を次の４点にまとめている。第１に，言語，法律 ，
　政治，社会的習慣，宗教などに関する国内市場に関する情報入手が容易であり ，第２に，出張費，連
　絡費，あるいは情報と意思決定の伝達において有利であり ，第３に，現地の政府や消費者，生産者に
　よる対外差別という障壁で守られ，第４に，為替リスクののハンディがない，ということである（宮
　崎義一『現代資本主義と多国籍企業』岩波書店，１９８２年，１３２ぺ一ジ）。
１０）チャールス　キントルハーカー 則掲書，２７ぺ一ジ。この点，山口隆英は企業国際化を独占的な優
　位性の所有として説明したとする「ハイマー・キンドルバーガー命題」に対して，両者の強調点の相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３６）
生産技術の発展と多国籍企業における所有優位（田中） ８９
　違を強調する。すなわち，キンドルバーガーにあっ ては「（投資企業の…引用者）独占的な優位性が ，
　現地市場での競争において，圧倒的に有利に働くことが重要であ った」のに対して，ハイマーの場合
　は「市場の不完全性を回避するために，優位性の市場取引を，企業内取引に代替する企業行動を強調
　している」として，「ここに，ハイマーとキンドルバーガーの違いがあり ，ハイマーを内部化論との
　関連から再評価する余地がある」という（山口隆英「内部化論は理論的進歩か一ハイマー理論をめぐ
　る論争の位置づけ一」『星陵台論集』第２７巻２号，１９９４年，６１ぺ一ジ）。 このような強調は，いずれが
　市場の厚生を改善するかというコスト節約による社会的厚生をめぐる議論を，個別企業の投資行動に
　直裁に結びつけて議論しようとするものである 。
１ｌ）　Ｄｕｎｎｍｇ，Ｊｏｈｎ Ｈ，
１「〃６閉〃ｚｏ舳Ｚアブｏ４肌之ｚｏ〃伽４〃〃伽舳肋舳Ｚ１１；〃６ゆ閉６，Ｇｅｏｒｇｅ Ａｌ１ｅｎ ＆Ｕｎ
　ｗｉｎ，Ｌｏｎｄｏｎ，Ｂｏｓｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓｙｄｎｅｙ，１９８１ ，ｐｐ．１０９－１４１
１２）〃五，ｐｐ．８０ －８１．山口隆英「多国籍企業の統合理論一ダニングの諸説を中心にして一」『星陵台論
　集』第２５巻第１号，１９９２年，３４ぺ一ジ 。
１３）バックレー・カソンは，「内部市場を利用する場合に生じるコストの全体が，外部市場を利用する場
　合に生じる取引 コストより安いとき ，ＭＮＥｓの存在理由がでてくる」ので，ダニングの所有特有の
　優位は必要ないという（山口隆英，前掲書，４１ぺ一ジ）。
１４）この内部化優位を考えるにあたって，山口隆英は「ダニングはウィリアムソンの文脈において，市
　場の失敗という用語を使いながら，市場の失敗を市場の不完全と混同している」（山口隆英，前掲書 ，
　７８ぺ一ジ）と指摘し，これによりダニングが内部化の効力を十分評価できないことになると言ってい
　る 。
１５）長谷川信次「多国籍企業理論の新展開」車戸實編『国際経営論』八千代出版，１９８９年，５０ぺ一シ 。
１６）この状況は縦軸に直接投資純流出額（ＮＯＩ）を横軸に一人当たりＧＮＰをとった図で表され，この
　中の各国の位置はＵ型あるいはＪ型になる（Ｊｏｈｎ Ｈ． Ｄｕｎｎｉｎｇ，〃五，Ｐｌ１１５）。 これを簡略にしたの
　が次のものである。田中祐二「自動車部品をめぐる東アジア地域内国際分業一『新国際分業』論と多
　国籍企業論一」『立命館経営学』第２７巻第３ ・４号，１９８８年１１月 ，３１１ぺ一ジ，および田中祐二『新国
　際分業と自動車多国籍企業一発展の矛盾一』新評論，１９９６年，８０ぺ一ジ。また，最近ではダニングは
　Ｒ．ナルラ（Ｒａｊｎｅｅｓｈ　Ｎａｒｕｌａ）との共著で５つの段階へ図を修正している（中川信義「日本多国籍企
　業とイントラ ・アジア貿易」中川信義編『イントラ ・アジア貿易と新工業化』東京大学出版会，１９９７
　年１８－１９ぺ一ジ）。
１７）修正された５つの段階の図において（圧１３），中川はＮＩＥＳ（Ｎｅｗ１ｙ　Ｉｎｄｕｓｔｒｌａ１１ｚｍｇＥｃｏｎｏｍｅｓ）
　とりわけ台湾および韓国は第３段階から第４段階にあるとしている（中川信義，同上書，１８ぺ一ジ）。
１８）　Ｄｕｎｎｍｇ，Ｊｏｈｎ Ｈ， ｏ少〃ｐ１１６
１９）進化経済学会編『進化経済学とは何か』有斐閣 ，１９９８年，１１ぺ一ジ 。
２０）　Ｒａｊｎｅｅｓｈ　Ｎａｒｕ１ａ，〃〃〃舳肋舳Ｚ１舳倣閉６〃伽♂Ｅ６０〃ｏ伽６ ８ヶ肌¢〃陀　ＧＺｏ加Ｚ舳肋〃伽ゴＣｏ舳
　ク３〃加舳３３５，Ｒｏｕｔ１ｅｄｇｅ，１９９６，ｐ．５
２１）Ｃａｎｔｗｅ１１，Ｊｏｈｎ，Ｍｕ１ｔｍａｔ１ｏｎａ１Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎｓ　ａｎｄ　Ｉｍｏｖａｔｏｒｙ　Ａｃｔ１ｖ１ｔ１ｅｓ　Ｔｏｗａｒｄ　ａ　Ｎｅｗ，Ｅｖｏ１ｕｔｌｏｎ
　ａｒｙ　ＡｐＰｒｏａｃｈ， ｉｎ　Ｍａｌｅｒｏ，Ｊｏｓｅ，ｅｄ
．，
Ｔ６６加ｏＺｏｇ伽Ｚ１舳ｏ伽ゴｏ〃，〃〃伽〃ｏ舳Ｚ　Ｃｏウｏ肋ゴｏ〃Ｍ〃１〃 一
　蛇閉肋ｏ舳Ｚ　Ｃｏ舳戸６肋閉舳郷　丁加Ｃ伽６ げ１〃６舳３ゐ〃３ Ｃｏ舳伽６３，Ｈａｒｗｏｏｄ　Ａｃａｄｅｍ１ｃ　Ｐｕｂ１１ｓｈｅｒｓ ，
　１９９５，ｐｐ．２３－２６
　　さらに，技能（ｓｋｉ１１ｓ）とルーティーンな作業に関して，カントウェルによれば次のようである 。
　すなわち，それらは慎重に選択されたものではなく ，試行錯誤を通じて発展してきたものであ って ，
　自然に選択された多くの要素を含むものである 。そして，暗黙知を必要とする各局面に相互に連接さ
　れた連鎖を構成している。したがって，当該企業の集団に参加し同じ学習過程を経験しないならば ，
　完全に他人に伝達さえない（Ｃａｎｔｗｅ１１，Ｊｏｈｎ，（Ｕｍｖｅｒｓｌｔｙ　ｏｆ 　Ｒｅａｄｍｇ），Ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ 　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇ１ｃ
　ａ１Ｃｏｍｐｅｔｅｎｃｅ　ａｎｄ １ｔｓ　Ａｐｐ１１ｃａｔ１ｏｎ　ｔｏ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ，ｍ　Ｍｃｆｅｔｒｌｄｇｅ，Ｄ ，ｅｄ， ハｏ閉ｇ刀１〃
　叱３肋３〃，Ｔ６６加ｏＺｏ馴ｏ〃Ｅ６０〃ｏ伽６ Ｇｒｏｚり〃， Ｔｈｅ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　ｏｆ　Ｃａ１ｇａｒｙ　Ｐｒｅｓｓ，ｐ３６）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３７）
９０　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４９巻 ・第５号）
　２２）ジェフリー・ ジョーンズ（桑原哲也 ・安室憲一他訳）『国際ビジネスの進化』有斐閣，１９９８年 ，
　　１１４－１１５ぺ一ジ。マイラ ・ウェルキンズ（江夏憲一・ 米倉昭雄訳）『多国籍企業の史的展開一植民地か
　　ら１９１４年まで一』ミネルヴァ 書房，１９７３年，第４章参照 。
　２３）　 Ｆｒｏｂｅ１，Ｆ ，Ｈｅ１皿１ｃｈｓ，Ｊ ，ＫｒｅｙらＯ ，丁加１Ｖ；３伽１〃３閉肋ｏ舳Ｚ　Ｄ舳５２０〃 げＬ肋ｏブ ８炉肌〃ズ〃ひ〃３刎 一
　　〃Ｚｏツ〃３〃閉１〃６螂炉刎Ｚ７５３４Ｃｏ〃〃炉〃５０刀４１〃４鮒炉刎Ｚ２５０〃ｏ〃閉Ｄ３閉Ｚｏ伽刀ｇ　Ｃｏ〃〃炉２硲Ｌｏｎｄｏｎ ＆
　　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　Ｃａｍｂｒｌｄｅ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８０
　　　この文献には，つぎの書評論文がある。森野勝好 ・武村隆 ・田中祐二 ・茶谷淳一「Ｆ ・フレーベル
　　／Ｊ ・ハインリクス／Ｏ　クレーイェ著『国際分業　工業国の構造的失業と発展途上国の工業化』」
　　『月刊アジア ・アフリカ研究』第２４巻第１１号，１９８４年１１月 。田中祐二，前掲書，８３－８４ぺ一ジ 。
２４）「生産のアメリカン ・システム」（Ａｍｅｎｃａｎ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｍａｎｕｆａｃｔ皿ｅ）は互換性部品制度に代表さ
　　れるが，３要因，すなわち「作業工程の細分化」，「専用工作機の普及」および「互換性部品制度の普
　　及」によって構成されている（丸山恵也「フォード ・システムの形成とその特質」丸山恵也 ・井上昭
　　　編著『アメリカ企業の史的展開』ミネルウァ書房，１９９０年，１８－１９ぺ一ジ）。 これに，ベルトコンベ
　　アーが設置されることによりフォード ・システムが完成する。しかし，中村静治は，トランスファ ・
　　マシンに関しては水車や蒸気機関から小型モーターに代わったことによる発展であり ，動力機の発展
　　で作業機の発展ではないので大量生産体制への画期と見なしていない。かれは，先のアメリカン　シ
　　 ステムにその画期を見いだしている（中村静治「大量生産と大量生産方式（体制）の概念」『エコノ
　　ミア』Ｎｏ． ６７．１９８０年３月 ，２４ぺ一ジ）。
２５）テーラー・ システムにおける労働の標準化を，山下高之は一流労働者の最速労働時問を基準に行う
　　ことによっ て労働強度の増大の過程を伴ったものである点を看取している 。「テイラー・ システムに
　　おける計画化は，アメリカ独占資本確立期において，組織的労働運動の発展に基づく標準労働日の確
　　立と現実的賃金水準の形成という条件に対応し，しかも生産技術が相対的に停滞的であるという条件
　　のもとで，利潤の増大を労働者の労働強度の増大を基軸として遂行せざるをえない資本の企図の体現
　　であ った」（山下高之『近代的管理論序説一テイラー・ システム批判一』ミネルヴァ 書房，１９８０年 ，
　　２０４ぺ一ジ）。
　２６）　Ｈｏ伍ｍａｎ，Ｋ ，Ｒ　Ｋａｐ１ｍｓｋｙ，Ｄブ舳〃ｇハｏｒ６３　丁加Ｇ７０加Ｚ　Ｒ６５炉肌切〃〃ｇげ乃６加ｏＺｏｇｙ，工肋ｏ（
　　伽〃〃閉肋刎７。 伽ル¢ｏ舳ｏ６伽Ｂｏｕ１ｄｅｒ，Ｓａｎ　Ｆｒａｎｃ１ｓｃｏ，ａｎｄ　Ｌｏｎｄｏｎ，Ｗｅｓｔｖ１ｅｗ　Ｐｒｅｓｓ，１９８８筆
　　者はこの著書のキータームである「システモファクチュア」概念の混乱を指摘している 。これまで述
　　べていたように，「システモファクチュア」はコンピュータ制御のオートメーションでなければなら
　　ないのであって，コンピュータ制御を利用していない段階の日本的な生産システムは含まないと考え
　　ている（田中祐二「日本の生産システムと新国際分業」『アジア ・アフリカ研究』第３１巻第３号 ，
　　１９９１年７月）。 さらに，道具，機械，ＦＭＳと把握したのが高木彰であり（高木彰「資本主義と『オー
　　トメーション』」『岡山大学経済学会雑誌』２１（３），１９８９年，７２ぺ一ジ），石沢篤郎は，道具，機械 ，
　　ネ ットワーク型生産システムとして，「ネ ットワーク状に結合して機能する物質系としてのソフトウ
　　 ェア」による制御を強調している（石沢篤郎『コンピュータ科学と社会科学』大月書店，１９８７年 ，
　　３０－３５ぺ一ジ）。
２７）キム ・Ｂ ・クラーク ，カーリス ・Ｙ ・ボールドウィン「次世代のイノベーションを生む製品のモジ
　　 ュール化」『ダイヤモンド ・ハーバード ・ビジネス』１９９８年１月号，１３０ぺ一ジ）。
２８）　Ｓｈｍｏｋａｗａ，Ｋ　Ｊｕｒｇｅｎｓ，Ｕ ，＆Ｆｕｊｍｏｔｏ，Ｔ　ｅｄｓ， 丁閉伽舳刎９Ａ〃ｏ刎ｏ６〃６Ａ３３舳６妙　Ｅ功舳 一
　　舳６〃〃 Ａ〃ｏ刎〃２０〃伽ゴＷ；ｏｒ尾０惚舳２湖加ｏ仏Ｓｐｒｍｇｅｒ，１９９７，ｐ１４７
２９）Ｊｕｒｇｅｎｓ，Ｕ ，Ｍａ１ｓｃｈ， Ｔ， ａｎｄ　Ｄｏｈｓｅ，Ｋ，Ｂ閉脇９介ｏ刎 肋ツＺｏ閉〃　Ｃん伽９昭ハｏブ閉 げＷ；ｏブ尾刎
　　伽Ａ〃ｏ刎ｏ捌６１〃鮒似Ｃａｍｂｒｌｄｇｅ　Ｕｍｖｅｒｓｌｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９９３，ｐｐ３６３－３６５ミソテルオルトエ場の詳
　　細については，田中祐二「生産方式の発展と取引関係の変化一ブラジル自動車産業における競争優位
　　の確立過程と多国籍企業一」小池洋一・ 堀坂浩太郎編『ラテンアメリカ新生産システム論一ポスト輸
　　入代替工業化の挑戦一』アジア経済研究所，１９９９年，７１－７３ぺ一ジ 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３８）
　　　　　　　　　　　　　　　　　生産技術の発展と多国籍企業における所有優位（田中）　　　　　　　　　　　９１
３０）『ＦＯＵＲＩＮ』 ，Ｎｏ． １６２．１９９９年２月 ，６－７ぺ一ジ。日本の企業にも同様の傾向が現れている 。日
　　産自動車は部品企業に組立の一部を移管し，系列部品企業カルソニックカンセイが「エアコン，計器
　　類，オー ディオ機器など１０－１５点程度の部品で構成される主要部分である運転席周辺部と ，ラジエタ
　　ー バンパー ランプといった１Ｏ点弱の部品からなる車両全部の組み立てを代行する」と ，発表され
　　た。負浜工場や九州の他工場，さらには２００３年に稼働予定のアメリカ ・ミシシッピエ場にもこの新し
　　いシステムを導入するという（『日本経済新聞』２００１年１月７日付け）。
３１）　ＡＮＦＡＶＥＡ，Ａ〃〃ｒゴｏ 公勿ぬ此ｏゐ１〃３ゐヶ加Ａ〃ｏ刎ｏろ〃ゐ伽ｏ　Ｂ閉３〃６ゴｍ，１９９８，ｐ．５１ ，ｐ．６１
３２）　ＳＩＮＤＩＰＥＣＡＳ，Ｄ６３６舳仰肋ｏゴｏ８〃ｏｒ ゐＡ〃ｏ火ｇ硲１９９６，ｐ．２３
３３）　ＡＮＦＡＶＥＡ，ｏ戸． ６北，ｐ．４２
３４）田中祐二「生産方式の発展と取引関係の変化一ブラジル自動車産業における競争優位の確立過程と
　　多国籍企業一」則掲書，６３ぺ一シ 。
３５）同上，６４－６５ぺ一ジ 。
３６）「モジュール ・コンソーシアム」については以下のものを参考にした。ＢＮＤＥＳ，Ｒｅｅｓｔ．ｕｔｕｒａ貞ｏ　ｄａ
　　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ　ｄｅ　Ａｕｔｏｐｅｇａｓ，１〃加閉３ ８肋舳４０５／０７／９６Ｐｅｌｕｓｏ，Ｌ＆Ｍｏｒａｅｓ，Ｒ ，Ｒｅｖｏ１¢ｏ　ｍｄｕｓｔｒ１ａｌ
　　Ｅｍ　ｔｅｍｐｏ　ｄｅ　ｇ１ｏｂａ１１ｚａ¢ｏ，ａ　Ｖｏ１ｋｓｗａｇｅｎ　ｔｈａｚ　ｏｓ　ｆｏｍｅｃｅｄｏｒｅｓ　ｐａｒａ　ｄｅｎｔｒｏ　ｄｅ　ｓｕａ　ｎｏｖａ　ｆａｂｒｌｃａ，ｅｍ
　　Ｒｅｓｅｎｄｅ，ｅ　ｃｖ１ａ　ｕｍ　ｍｏｄｅｍｏ　ｓ１ｓｔｅｍａ　ｄｅ　Ｐｒｏｄｕ¢ｏ，Ｒ舳ｚ吻１３¢０６，ｎｏ１４１３ｄｅ３０／１０／９６Ｓａ１ｅｍｏ ，
　　Ｍ土１０Ｓｅｒｇｌｏ ＆Ｄ１ａｓ，Ｖａｌｅｒ１ａ　Ｃａｍｅ１ｒｏ，Ｐｒｏｄｕｃｔ　Ｄｅｓ１ｇｎ　Ｍｏｄｕ１ａｒｌｔｙ，Ｍｏｄｕ１ａｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｌｏｎ，Ｍｏｄｕ１ａｒ
　　Ｏｒｇａｎ１ｚａｔ１ｏｎ　Ｔｈｅ　Ｅｖｏ１ｕｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｍｏｄｕ１ａｒ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ，ｍ　ＧＥＲＰ１舶　ｎ６Ｗｏ〃〃〃Ｃんｏ〃ｇ〃伽
　　”０６”肋；丁加ル肋６０グ之ん６Ａ肋１”鮒びカブ伽２１Ｃ舳倣び己Ｍａｒｘ，Ｒｏｂｅｒｔｏ，Ｚｉ１ｖｏｖｉｃｉｕｓ ，
　　Ｍａｕｒｏ，Ｓａ１ｅｍｏ，Ｍａｒｌｏ　Ｓｅｒｇ１ｏ，Ｔｈｅ　Ｍｏｄｕ１ａｒ　Ｃｏｎｓｏｒｔ１ｕｍ　ｍ　ａ　Ｎｅｗ　ＶＷ　Ｔｒｕｃｋ　Ｐ１ａｎｔ　ｍ　Ｂｒａｚ１１Ｎｅｗ
　　Ｆｏｒｍｓ１ｆ　Ａｓｓｅｍｂｌｅｒ　ａｎｄ　ＳｕｐＰ１１ｅｒ　Ｒｅ１ａｔｌｏｎｓｈ１ｐ，１〃６ｇグ〃〃〃舳批６〃〃〃８－８ツ吻舳，８／５．１９９７
３７）ｒインダストリアル ・コンドミニアム」については，次のものを参考にした 。
　　　　Ｓａ１ｅｍｏ，Ｍａｒ１ｏ　Ｓｅｒｇ１ｏ，Ｚ１１ｂｏｖ１ｃ１ｕｓ，Ｍａｕｒｏ，Ｄｌａｓ，Ａｒｂ１ｘ，Ｇ１ａｕｃｏ，Ｃａｍｅ１ｒｏ，Ａｎａ　Ｖａ１ｅｒ１ａ　Ｃｈａｎｇｅｓ
　　 ａｎｄ　Ｐｅｒｓ１ｓｔｅｎｃｅｓ　ｏｎ　Ｒｅ１ａｔ１ｏｎｓｈ１ｐ　ｂｅｔｗｅｅｎ　Ａｓｓｅｍｂ１ｅｒｓ　ａｎｄ　Ｓｕｐｐ１１ｅｒｓ　ｍ　Ｂｒａｚ１１Ｐｒｏｘ１ｍｌｔｙ，Ｇ１ｏｂ ａ１
　　 ａｎｄ　Ｆｏ１１ｏｗ　Ｓｏｕｒｃｍｇ，Ｐａｒｔｎｅｒｓｈ１ｐ　ａｎｄ　Ｃｏ　ｄｅｓ１ｇｎ　Ｒｅｖ１ｓ１ｔｅｄ，ｍ　Ｓ１ｘｔｈ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｃｏｌｏｇｕ１ｕｍ，丁加
　　助〃３閉 伽Ｗｏ〃Ａ〃ｏ１〃６鮒び，Ｇｅｒｐ１ｓａ Ｐａｒ１ｓ，４ －６Ｊｕ１ｎ，１９９８Ｓａ１ｅｍｏ，ＭＳ ，Ｄ１ａｓ，ＡＶＣ ，＆
　　Ｚ１１ｂｏｖ１ｃ１ｕｓ，Ｍ ，Ｇ１ｏｂａ１ＳｏｕｒｃｍｇｘＳｕｐｐ１１ｅｒｓ Ｐｒｏｘｌｍ１ｔｙｍｔｈｅＮｅｗＡｕｔｏＰ１ａｎｔｓ　Ｌｏｇ１ｓｔｌｃｓａｎｄＳｅｒ
　　ｖ１ｃｅ　ｍ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｃｏｎｄｏｍｍ１ｕｍ　ａｎｄ　Ｍｏｄｕ１ａｒ　Ｃｏｎｓｏｒｔ１ｕｍ１ｎ　Ｂｒａｚ１１，ｍ　ｅｄｓ　Ｂａｒｔｅｚｚａｇｈ １， Ｅｍｌ１１０ ，
　　Ｆ１１１ｐｐ１ｎ１，Ｒｏｂｅｒｔｏ，Ｓｐｍａ，Ｇ１ａｎ１ｕｃａ ＆Ｖｍｅ１１１，Ａｎｄｒｅａ，〃伽ｏｇ閉ｇ０ク６ｍ切狐Ｎ〃側ｏブ是，Ｖｅｎ１ｃｅ，Ｓｅｒ
　　ｖｌｚ１ Ｇｒａ丘ｃ１ Ｅｄ１ｔｏｒ１ａ１１．１９９９
３８）　 ＢＮＤＥＳ，〃加舳６ ８〃ｏブ加４３０／１０／９５．Ｈｕｍｐｈｒｅｙ，Ｊｏｈｎ，Ｇ１ｏｂａ１ｉｚａｔｉｏｎ，ＦＤＩ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｒｅｓｔｒｕｃｔｕｒ －
　　ｍｇ　ｏｆ　Ｓｕｐｐ１１ｅｒ　Ｎｅｔｗｏｒｋｓ　Ｔｈｅ　Ｍｏｔｏｒ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　ｌｎ　Ｂｒａｚ１１ａｎｄ　Ｉｎｄ１ａ，Ｋａｇａｍ１，Ｍ１ｔｓｕｈ１ｒｏ，Ｈｕｍｐｈｒｅｙ ，
　　Ｊｏｈｎ　ａｎｄ　Ｐｉｏｒｅ，Ｍｉｃｈａｅ１ｅｄ ｓ．，Ｚ３０閉加９〃ろ舳伽ｏ〃ｏ〃伽♂Ｅ６０〃ｏ〃６ Ａゴ加肋６〃¢，Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｄｅ－
　　ｖｏ１ｏｐｉｎｇ　Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ，１９９８，ｐｐ．５５－６２
３９）Ｍ．Ｅ．ポーター（竹内弘高訳）『競争の戦略１』ダイヤモンド社，１９９９年，６７ぺ一ジ 。
４０）同上書，７０ぺ一ジ 。
４１）伊丹敬之「産業集積の意義と論理」伊丹敬之，松島茂，橘川武郎編『産業集積の本質一柔軟な分
　　業 ・集積の条件一』有斐閣，１９８８年，７－ ８ぺ一ジ 。
４２）同上書，１０ぺ一ジ 。
４３）高岡美佳「産業集積とマーケ ット」同上書，９７－９８ぺ一ジ 。
４４）１０年ほど前に，私は，Ｋ．ホフマンとＲ．カプリンスキーが「システモファクチュア」段階には先進
　　国の直接投資は発展途上国から引き上げることになるだろうとの見解を批判したが（田中祐二，前掲
　　書，第３章），このように今日のブラジルヘの直接投資を見てくると ，撤退どころではなく対先進国
　　投資と一定のタイムラクをもちながらも ，ホスト　 フォート王義の生産様式においても対発展途上国
　　投資が実施されている点を確認しておく必要がある 。さらに，グローバル ・ソーシングからフォロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３９）
９２
４５）
４６）
４７）
４８）
４９）
５０）
　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４９巻 ・第５号）
一・ ソーシングヘの動きとして，サレルノはこの両者が本来対立する概念ではなく ，補完関係にある
と王張している（Ｓａ１ｅｍｏ，Ｍａｒｌｏ　Ｓｅｒｇｌｏ，Ｚ１ｌｂｏｖ１ｃ１ｕｓ，Ｍａｕｒｏ，Ｄ１ａｓ，Ｇ１ａｕｃｏ　Ａｒｂ１ｘ　Ａｎａ　Ｖａｌｅｒ１ａ
Ｃａｍｅｌｒｏ，ｏ少６〃 ，Ｐ５８９）。
　Ｄｕｎｎｍｇ，Ｊｏｈｎ　Ｈ ，ＲｅａｐＰｒａｌｓｍｇ　ｔｈｅ　Ｅｃ１ｅｃｔ１ｃ　Ｐａｒａｄ１ｇｍ　ｍ　ａｎ　Ａｇｅ　ｏｆ　Ａ１１１ａｎｃｅ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ，Ｃｏ１－
ｏｍｂｏ，Ｍａｓｓｍｏ　Ｇ　ｅｄ ，〃６Ｃん伽ｇ舳ｇ　Ｂｏ伽４舳３３ げ伽ハ舳厄功”舳ｇ肋ｏＺ舳ｇ”炸ハ舳
Ｒ６加〃ゴｏ仏Ｒｏｕｔ１ｅｇｅ，１９９８，ｐ．３０
　１６ゴ五，ｐｐ．３５－４０
　１６ゴゴ，Ｐ．３７
　１６ゴｏ二，ｐｐ．３７－３８
　１６ゴ五，Ｐ．４１
　クラスター（産業集積）には大きく分けて伝統的に存在してきた集積と新たに起こったものに分け
られるであろう 。ピオリ ・セーフル（Ｍｌｃｈａｅ１Ｊ　Ｐ１ｏｒｅ ＆Ｃｈａｒｌｅｓ　Ｆ　Ｓａｂｅ１）は，産業の二重性論を批
判して大量生産と併存してきた中小企業生産地は，その柔軟性を可能とするフレームワークを，地域
生産共同体，福祉資本主義，家父長主義，親族関係の企業家的利用に基づく家族主義を言うが（マイ
ケル ・Ｊ ・ピオリ ，チャールズ ・Ｆ ・セーブル（山之内靖 ・永易浩一・ 石田あつみ訳）『第二の産業分
水嶺』筑摩書房，１９９３年，４１ぺ一ジ），新しいものは伝統的フレームワークの前近代的側面をいかに
ＩＴ技術に代替させられるかが重要になるであろう 。
（６４０）
